
⼤気汚染、エネルギー移⾏と健康の相乗便益
再⽣可能エネルギーの普及拡⼤と利⽤促進を図り、化⽯燃料への依存を減らすことで、エネルギー
安全保障を強化し、化⽯燃料による健康への有害な影響を避けることが可能となります。1.5℃⽬
標に沿った野⼼的な計画は、気候変動の根本的な原因を緩和するだけでなく、より健康的な社会の
実現にもつながります。

2
脆弱な⼈々を熱波から守る
暑熱への適応策を強化することで、乳幼児、⾼齢者、労働者などの脆弱な⼈々を守るとともに、強
靭な医療システムへの投資を進め、労働安全基準を徹底し、地域に根ざした解決策を拡充する必要
があります。これにより、気候変動によるリスクの増⼤から健康や経済への影響を緩和することが
できます。

⽇本はエネルギー部⾨の脱炭素化を急ぎ、再⽣可能エネルギーへの転換を加速する必要があります。ランセット・
カウントダウンによると、2022年に⽇本の電⼒供給に占める再⽣可能エネルギーの割合はわずか10.7%にとどま
り、⼀⽅で⽯炭の使⽤は29%を占め、2000年から11%増加しました（指標 3.1.1）。さらに、2022年には化⽯燃料へ
の補助⾦として291億⽶ドル（約4.4兆円）が計上されており（指標 4.3.3）、化⽯燃料への依存が続いていることが
浮き彫りになっています。

化⽯燃料に依存し続けることは、健康に重⼤な影響を及ぼします。2021年には、⼈為的な⼤気汚染（PM2.5）に起
因する死亡者数が8万⼈にのぼり、そのうち31％が⽯炭や液化ガスなどの化⽯燃料によるものでした。（指標
3.2.1）。 

再⽣可能エネルギーへの移⾏と脱炭素経済の達成において、⽇本は世界をリードすると同時に、より健康的な社会
を⽀援するという、2つの機会を⼿にしています。再⽣可能エネルギーの利⽤拡⼤と温室効果ガス（GHG）排出量の
削減に加え、都市緑化や徒歩や⾃転⾞での移動を促進するといった対策を組み合わせることで、⼤気汚染の影響軽
減や、健康的なライフスタイルの促進、そしてウェルビーイングの向上といった健康⾯での⼤きな相乗便益を得る
ことができます。この⽬標を達成するためには、⽇本は国⺠の健康を優先事項とする野⼼的なNDC⽬標を設定する
必要があります。

⽇本
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この⽂書は、2024年版「ランセット・カウントダウン」報告書* のエビデンスをもとに、⽇本が重点的
に取り組むべき主要な優先事項を要約したものです。

気候と健康政策の優先事項

気候変動が⽇本国⺠の健康に及ぼす影響が深刻化する中、⼈々の健康を守るための⾏動が喫緊の課題です。2014年
から2023年にかけて乳児と65歳以上の⾼齢者は、それぞれ年間平均17.6⽇と17⽇の熱波に曝露しました。特に
2023年にはこれらの脆弱な集団がそれぞれ過去最⾼となる36.2⽇と34.9⽇の熱波に直⾯しました（指標 1.1.1）。熱
波⽇数の劇的な増加は、2018年のような致命的な熱波が命を脅かし、医療システムに深刻な負担をかける中で、脆
弱な集団が不均等にリスクにさらされていることを浮き彫りにしています。

1

Last year, the first Global Stocktake encouraged parties to further health adaptation efforts and opened up
new opportunities to prioritise human survival, health and wellbeing in the update of national emission
reduction targets (NDCs) due in 2025. Japan has historically not been in line with the 1.5℃  target and
overlooked health outcomes as a priority. This document underscores the urgent need for ambitious climate
goals aligned with the 1.5℃  target and sufficient emissions reductions within the constraints of the carbon
budget to safeguard climate and health.

 
昨年実施された初の「グローバル・ストックテイク」では、2025年に更新が予定されている各国の排出削
減⽬標（NDC）の中で、健康分野の適応を強化するとともに、⼈間の⽣存、健康、ウェルビーイングを優
先する新たな機会を創出するよう促しました。しかし、⽇本はこれまで1.5℃⽬標に沿った⾏動を取らず、
健康の重要性を優先事項として⼗分に考慮してきませんでした¹。本書は、気候と健康を守るために、1.5℃
⽬標に沿った野⼼的な気候⽬標と、カーボンバジェット（炭素予算）の制約内で⼗分な排出削減を達成す
ることの緊急性を強調するものです²。

対策の加速
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3
気候変動に強靭な医療システムへの投資と医療従事者の役割

気候変動に強靭な医療システムへの投資と資⾦提供、医療システムからのGHG排出の削減、気候
変動と健康に関する情報を広めるための医療従事者の能⼒向上、気候変動による災害に対応する
ための医療施設の整備を進めることが重要です。

⽇本のNDCは、これまで健康への影響を優先事項として⼗分に考慮していませんでした³。今後のNDCに健康への配
慮が盛り込まれるようにすることで、気候変動対策と国の保健医療⽬標が合致し、熱中症など気候変動によって悪
化する課題に医療制度がより効果的に対処できるようになります。気候変動政策に健康を組み込むことで、⽇本は
国⺠の健康を守るためのより包括的で効果的な戦略を構築することができます。

⽇本の医療システムからのGHG排出量は2016年以降減少傾向にあり、2021年には過去最低を記録しました。しか
し、排出量は7500万トン（CO2換算）と依然として⾼いままです（指標3.5）。医療システムの脱炭素化は、⽇本の
広範な気候変動対策の⼀環として進めるべきです。

1.5℃⽬標を達成することは、気候変動による最悪の影響を緩和するだけでなく、脆弱な⼈々の健康負担を軽減し、
医療システムの負担を軽減するためにも不可⽋です。医療従事者が気候変動に強靭な医療システムの構築を主導で
きるよう、⾼度なトレーニング、共同作業の機会、政策議論への積極的な関与を通じて、信頼される声としての役
割を強化することが求められます。これらの取り組みを通じて、⽇本は医療部⾨を気候変動の健康影響に対する国
のレジリエンスの重要な推進⼒として位置づけることができるようになります。

暑熱への曝露は労働⽣産性にも⼤きな影響を及ぼし、経済をますます悪化させています。2023年には、暑さにより
労働時間の損失が22.3億時間を超え、1990年〜1999年と⽐較して50%の増加となりました（指標 1.1.3）。これに
伴う潜在的な所得損失は375億⽶ドル（約5.6兆円）を超え、建設労働者においては、労働時間損失は35%、所得損
失は41%となっています（指標 1.1.3、4.1.3）。この経済的損失は、気候変動、健康、⽣計が密接に関わり合ってい
ることを明確に⽰しています。

⽇本では、気候変動適応法に基づき、熱中症警戒アラート、クーリングシェルター、都市緑化などの政策を開始し
ています。しかし、気候変動に強靭な医療システムの構築や労働者の暑熱暴露に対する安全確保、最も脆弱な⼈々
を守るための救急医療や社会サービスによる⽀援などの適応策には、なお課題が残されています。

健康と⽣活を守るために、⽇本は1.5℃⽬標に沿った⻑期的な緩和戦略を策定すると同時に、短期的な適応戦略を推
進する必要があります。その具体策として、脆弱性と適応性の評価、適応策への技術的および財政的⽀援の拡充、
進捗を監視する公的な仕組みの強化が挙げられます。予算配分の公平性や、地域社会に根ざした解決策を優先する
ことで、深刻化する暑熱の影響からすべての⼈々を守るようにすることが重要です。

,
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